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第１ 西東京市における学校施設適正規模・適正配置について 

～公共施設の適正配置に関する基本方針・基本計画を受けて～ 

 

学校施設適正規模・適正配置庁内検討委員会では、平成 24・25 年度において、市中

央部東側の小規模校集中地域における学校統廃合や市内学校施設の老朽化対策につい

て検討を重ねてきた。本最終報告書は、検討課題のうち学校統廃合に関して、平成 25

年８月に取りまとめた「学校施設適正規模・適正配置庁内検討委員会平成 24・25 年度

における検討経過中間報告書」をベースとし、最終的な方向性を示すものとして取り

まとめたものである。 

ここでは、中間報告書の公表後に寄せられた保護者等からの意見・要望を踏まえ、

主に本編後半に記載の「保護者からの要望事項に対する対応」について「住吉小学校

と泉小学校の統合に伴う措置」として加筆・修正を行った。 

今後は、本方向性を基に個々の課題について関係者・関係部署と具体的に実施に向

けて調整を行い、保護者、議会等に向けてより具体的なプランを示し、理解及び協力

を得ていく必要がある。 

 

１ はじめに 

 ～合併後の学校施設整備～ 

   西東京市は、合併市として誕生して以降のこれまでの 10 年間において、合併特例

債等の特例的な財政支援措置をはじめとする様々な財源を活用しながら、「新市建設

計画」に基づく新しいまちづくりを優先して取り組んできた。例えば、子どもたち

が学ぶ教育環境の向上を図るために学校施設について行ってきた様々な整備は次の

ようなものである。 

 

① 「けやき小学校」・「青嵐中学校」の新校舎建設 

② 全市立小・中学校の耐震補強工事 

③ 普通教室空調設備設置工事 

④ 洋式便器整備工事 

⑤ 太陽光発電設備整備工事の実施 

⑥ 中学校完全給食に伴う施設整備 

⑦ ＩＣＴ環境の充実のための地上デジタル放送対応設備設置工事 

⑧ 校務用コンピュータ機器の整備の実施 

 

   しかし、今後は合併に伴う財政的な支援措置の段階的な縮小、少子高齢化のさら

なる進行など、厳しい財政状況が将来的に見込まれている。 

一方で、西東京市における公共施設の現在の配置状況を見てみると、合併市である
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ことから、多くの公共施設が近隣自治体と比較しても密な配置となっている。 

このことについては、合併時に策定した新市建設計画においても、「地域で重複す

る公共施設については、市域全体のバランスを考慮し統合整備する」とし、新市にお

ける課題として位置付けていた。 

公共施設の配置を現状のまま維持し、その維持・管理コストを負担し続け、さらに

は老朽化等に対応する改修・更新コストも捻出していくことは、市財政にとっても極

めて大きな負担である。 

施設の統廃合や集約化などを含めた公共施設の適正配置という考え方は避けて通

れない課題であることを市民に提示し、理解を得ていく必要がある。 

この状況は、学校施設についても例外ではなく、これまでにも西東京市教育委員会

が中心となり、後述のとおり平成 18 年度以降、庁内・庁外の組織で様々な検討を行

ってきた。     

【学校施設の配置状況について近隣市等との比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・児童数：各年度５月１日現在 

・近隣市：武蔵野・三鷹・小平・小金井・東村山・清瀬・東久留米 

・近隣同規模市：立川・三鷹・府中・調布・小平・日野・東村山 

 

～児童推計～ 

本市の小学校の児童数は、合併当時の推計では市内全域で大きく減少していく見

込みとなっていた。 

しかし、実際には大規模な敷地を有する工場の移転後跡地等への宅地開発等によ

り、特定の地域においては児童数の急激な増加が見られる一方で、合併当時の推計

どおり児童数の減少により単学級編制の学年が生じている学校が出現するなど、地

校数 児童数

面積
1k㎡
当たり

市立小
1校
当たり

H25 19 1.20 9,260 487

H24 19 1.20 9,352 492

H23 19 1.20 9,382 494

H24 13.14 0.93 6,285 478

H23 13.29 0.94 6,376 480

H24 18.29 0.83 9,375 513

H23 18.29 0.83 9,470 518

市立小学校

近隣市の平均

西東京市

近隣同規模市の
平均
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域により児童の偏在が著しい状況となっている。 

そして、開発状況などを考慮して平成 23 年度に新たに実施した「西東京市立学

校就学者推計」結果によると、今後も児童数が増加する地域と、減少が見込まれる

地域の偏在が著しい状況が続くことが予想される。 

 

～小規模化と近接の解消～ 

平成 19 年度に、保護者の代表や学識経験者などからなる「西東京市学校施設適

正規模・適正配置検討懇談会」から、学校の規模については「１学年２学級以上が

望ましい」と提言があった。 

平成 20 年度に教育委員会が定めた「西東京市学校施設適正規模・適正配置に関

する基本方針」はこの提言を受けており、小規模化に伴う単学級（１学年１学級）

の発生と小規模化する４つの学校が約400ｍ間隔で並んでいる状況は学校施設の適

正規模と適正配置の観点からも解消すべき課題であると位置付けている。 

 

～学校施設の老朽化（築 50 年超）～ 

西東京市立学校は、既に学校施設の老朽化が著しい築 54 年となる中原小学校を

はじめ、あと３年程度経過した辺りから、小学校 19 校中 16 校の校舎又は体育館が

次々と築 50 年を迎えることとなる。 

市域全体の教育環境（ハード面）の維持を図っていくためには、今後老朽化が進

行していく学校施設の計画的な建替え・大規模改修等を検討する必要があるが、こ

れらの対応には多額の事業費用がかかることとなる。 

 

～中期・長期的な取組～ 

学校施設の維持に伴う多額の事業費用の発生に対する財源の確保と、少子化・児

童の偏在による現在の課題・問題点等を解消し、中・長期的な視点で、市全体の今

後の教育環境の低下を防ぎ維持していくために、学校施設の適正規模・適正配置を

検討することが必要である。 
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２ これまでに設置された検討組織等 

「１ はじめに」に記載しているとおり、平成 13 年の合併以降、少子化や大

規模集合住宅の建設等の影響で、地域の児童・生徒数の偏在化や、単学級編制

となる学校が出てくるなど、西東京市における学校施設の適正規模・適正配置

は大きな課題となっている。 

これらの課題に対応するため、西東京市教育委員会では段階に応じて検討組

織を設置し、課題の分析・整理を行ってきた。 

(1) 平成 18 年度 学校施設適正規模・適正配置部内検討委員会 

平成 19 年度から向こう 10 年間における児童・生徒数の推移、将来の推計

に基づき、その増減に伴う全市立小・中学校の学校ごとの課題の分析・整理

がなされた。 

同検討委員会の報告書の中では、合併により生じた配置上のアンバランス

を解消する視点から、検討対象４校についても、案が作成・検討され、平成

19 年度に設置する「学校施設適正規模・適正配置検討懇談会」で検討するこ

ととした。 

  (2) 平成 19 年度 学校施設適正規模・適正配置検討懇談会 

市立学校保護者代表・学識経験者・青少年関係団体・市立学校の校長代表・

公募市民の計 13 人からなる「西東京市学校施設適正規模・適正配置検討懇談

会」を設置した。 

ここでは、平成 18 年度に作成された「学校施設適正規模・適正配置部内  

検討委員会報告書」を基に、学校施設の適正規模・適正配置についての検討

がなされ、基本的な考え方とその実現に向けた具体的な方策づくりについて

の提言がなされた。 

この中では、検討対象４校について、次のとおり示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【懇談会提言(一部抜粋)】 

（小規模校への対応） 

本検討懇談会では、クラス替えが可能となる１学年２学級以上が望ましいと

したことから、これを下回る学級数の学校は、いわゆる小規模校という位置づけ

となるが、直ちに“小規模校＝統廃合の対象”とは考えない。 

児童・生徒数の減少に伴い、単学級編制の学年が出現した段階で将来動

向を予測し、引き続き減少が想定され、実態としても、小規模校化がより顕著と

なった場合（複数の学年で単学級編制になり、将来的にもその状況が続くこと

が想定される場合など）においては、周辺校の動向を踏まえ、統廃合も視野に

入れた検討を行うこととする。 
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  (3) 平成 20 年度 学校施設適正規模・適正配置検討委員会 

教育委員会と市長部局の関係部課長を構成員とする庁内組織「学校施設適

正規模・適正配置検討委員会」を設置した。 

ここでは、平成 19 年度に設置・検討された「学校施設適正規模・適正配置

検討懇談会」の提言等を踏まえ、「西東京市学校施設適正規模・適正配置に関

する基本方針」を策定し、検討対象４校について、次のとおり示している。 

 

【基本方針(一部抜粋)】 

５. 学校施設の適正規模・適正配置に関する基本的考え方 

(1) 教育環境の整備としての学校規模の確保 

子どもたちが学校における集団生活を通して、社会性を身に付け、豊

かな人間関係を築くためにはクラス替えが可能となる１学年２学級以上が

望ましい。 

学級活動や班活動の効果的な運営上から、また、同一学年での複

数教員による教育内容、指導方法等の研究や研修を可能とする教員

配置の点からも、複数学級編制となる学年規模を確保する必要がある。 

(2) 効率的な学校運営の確保 

昨今の厳しい財政事情の一方で、多様な教育ニーズへの対応も多く、

今後はより効率的な学校運営を行うための学校規模（児童・生徒数）を

維持していくことが必要である。 

極端な小規模校については、財政面、人員配置面からも効率性に

課題があることから、他校との統廃合や校地の売却処分等も含め、新し

い教育課題に対応する資源とする必要がある。 

６. 学校施設の適正規模・適正配置に向けた具体的な方策 

(1) 小規模化校への対応 

小学校においては、児童数の減少により単学級編制の学年が出現し

た段階で将来動向を予測し、引き続き減少が想定され、実態としても、

小規模校化がより顕著となった場合（複数の学年で単学級編制になり、

将来的にもその状況が続くことが想定される場合など）に、周辺校の動向

を踏まえ、統廃合も視野に入れた検討を行うこととする。 

現在、単学級編制が生じている小学校は、泉小学校(２学年)、住吉

小学校(２学年)であるが、直ちに統廃合の検討を進めることはせず、引き

続き周辺地域の児童数の動向を注視していく。 

 

 

 



 

6 
 

(4) 平成 21 年度 通学区域見直し等に関する向台・新町地域協議会 

小学校４校、中学校３校の学校関係者等による協議会が設置され、向台・新

町地域の通学区域の見直し及び指定校変更特例措置の解消についての検討が行

われた。 

(5) 平成 22 年度 通学区域見直し等に関する谷戸町・泉町・住吉町・ひばりが丘

地域協議会 

小学校５校、中学校２校の学校関係者等による協議会を設置し、谷戸町・泉

町・住吉町・ひばりが丘地域の通学区域の見直し及び指定校変更特例措置の解

消についての検討が行われた。 

(6) 平成 23 年度 通学区域見直し等に関する保谷町・富士町・中町・東町地域協

議会 

保谷小学校・碧山小学校・東小学校・本町小学校の学校関係者等による協議

会を設置し、各校の児童数の動向を踏まえ、当面、教室数等で課題が想定され

る小学校への対応として、通学区域の見直しの検討が行われた。 

 

 (7) 平成 23 年度 学校施設適正規模・適正配置庁内検討委員会 

この庁内検討委員会は、教育委員会と市長部局の関係部課長を構成員として

設置し、児童・生徒の良好な教育環境の整備を図るため、市全体の「公共施設

の適正配置等に関する基本計画(平成 23 年 11 月策定)」に沿った形で、学校施

設の配置及び建替え並びに通学区域の変更、その他学校施設適正規模・適正配

置に関する事項について、現在も検討を続けている。 

平成 23 年度には、同年度に実施した「西東京市立学校就学者推計」の結果を  

踏まえ、検討対象４校の今後の児童数・学級数の変化を考慮すると小規模化と

近接の問題が将来的にも続くことが想定される結果となったため、その解消に

向けて次のように示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他には「中原小学校」と「ひばりが丘中学校」の学校施設建替えについ

て、方向性を導き出した。 

 

通

学

区

域

を

見

直

す

協

議

会 

学校施設の適正規模の維持、学校間アンバランスの抑制といった観点から、小規

模校が集中している市中央部東側地域において、単学級化が生じている学校を中心

に統廃合に向けた検討を行う必要がある。 

そこで、平成23年度に実施する児童・生徒数推計の結果等も踏まえながら、庁内

で課題・問題点を整理し、平成24年度には、具体的な方向性をまとめる予定である。 

なお、統廃合した場合に創出される用地の取扱い（活用または処分等）について

も、これと併せて検討していく必要がある。 
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 ３ 平成 24 年度以降における検討組織等  

(1) 西東京市立中原小学校及び西東京市立ひばりが丘中学校建替準備検討協

議会 

平成 23 年度に庁内検討委員会がまとめた「学校施設適正規模・適正配置庁

内検討委員会平成 23 年度における検討結果最終報告書」を受けて、平成 24

年度から両校の保護者、学校関係者等による協議会が設置され、ＵＲひばり

が丘団地の跡地を活用した両校の円滑な建替えの実施に向けた検討が行われ

ている。 

(2) 田無町・西原町・緑町・芝久保町地域の通学区域の見直し（田無町・西原

町・緑町・芝久保町地域協議会） 

田無小学校・芝久保小学校・けやき小学校の児童数の動向を踏まえ、当面、

教室数等で課題が想定される小学校への対応として、通学区域の見直しが検

討された。 
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第２ 学校施設適正規模・適正配置庁内検討委員会における検討について 

１ 検討課題と現状  

谷戸

中原

保谷第一

保谷第二

東伏見

碧山

東

泉

栄

住吉

保谷

本町

柳沢

向台

田無

けやき

芝久保

上向台

市立小学校通学区域図

近接配置

近接配置

小規模校
の集中

谷戸
第二

施設老朽化

近接配置と

いびつな通学区域

市立中学校通学区域図

青嵐

明保

ひばりが丘

田無第二

田無第三

田無第一

田無第四田無第四

保谷

柳沢

施設老朽化

 

 【主な課題等】 

ａ：中原小学校とひばりが丘中学校の学校施設の老朽化（築 50年以上）の問題  

[建替えの方向性とりまとめ(平成 23年度)] 

 ｂ：住吉小学校、泉小学校、保谷小学校及び本町小学校４校の縦近接４校の小規模化の問題 

 [学校統廃合の検討(平成 24・25 年度)] 

 ｃ：その他の学校施設の老朽化（建設年 1960 年代４校・1970 年代 16 校。中学校含む。） 

                         [建替え・大規模改修等計画の策定(平成 25年度)] 

ｄ：【谷戸小学校と谷戸第二小学校】、【保谷第二小学校と柳沢小学校】及び【ひばりが丘中学校と田無第二

中学校】の近接の問題 

 [ひばりが丘中学校の建替えにより一部解消計画とりまとめ(平成 23年度)] 

 ｅ：極めていびつな形となっているひばりが丘中学校の通学区域の問題 

 [上記ｄと同じ(平成 23年度)] 

 

平成25年度現在、西東京市では小学校19校と中学校９校の計28校を設置している。 

  これら 28 校が有する課題のうち、学校施設適正規模・適正配置に関する課題として

は、上記【主な課題等】ａ～ｅに掲げる課題がある。 

これらについて適切に検討し、解決を図っていく必要があることから、学校施設適正

規模・適正配置庁内検討委員会（以下「庁内検討委員会」という。）においては、平成

24・25 年度に【ｂ】・【ｃ】について検討を進めることとした。 
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２ 小規模校の集中地域における検討対象４校の状況 

小規模校の集中地域における検討対象４校の配置状況等については、概ね

次のとおりである。 

～統廃合検討対象４校の配置関係図～ 

泉

住吉

保谷

本町

[校舎(RC)]S53年(1978年)
[体育館(RC)]S54年(1979年)
[児童数]299人(H25.5.1現在)

[学級数]12学級(H25.5.1現在)

[校舎(RC)]S46年(1971年)
[体育館(Ｓ)]S51年(1976年)
[児童数]246人(H25.5.1現在)

[学級数]10学級(H25.5.1現在)

[校舎(RC)]S53年(1978年)
[体育館(S)]S47年(1972年)
[児童数]333人(H25.5.1現在)

[学級数]13学級(H25.5.1現在)

[校舎(RC)]S54年(1979年)
[体育館(Ｓ)]S54年(1979年)
[児童数]305人(H25.5.1現在)

[学級数]12学級(H25.5.1現在)

直線距離
約475ｍ

直線距離
約345ｍ

直線距離
約345ｍ

 

この地域には、元々「保谷小学校」１校のみが設置されていたが、昭和 40

年代以降の高度経済成長期における人口増加で児童数にも急激な増加があり、

教室不足等が見込まれる状況になったことから「泉小学校」、「本町小学校」

そして「住吉小学校」と順次新設されていった経緯がある。検討対象４校の

詳細については、次ページ以降のとおりである。 

なお、児童数推計については、以下のような条件に基づき行っている。 

 

※用語説明 

○ＲＣ…鉄筋コンクリート造 

○ Ｓ …鉄骨造 

・ 平成 26～29 年度の児童数 

(1) 住民基本台帳から、当該年度に各小学校に入学する通学区域人口を集計する。 

(2) (1)から、各小学校の学校選択・指定校変更・私学等（以下「学校選択等」という。）の

影響を加える。なお、学校選択等の影響は、平成20～23年度に出現した割合の平

均を用いる。 

・ 平成 30～37 年度の児童数 

(1) 平成 29 年度の各小学校の入学者数を基準として、人口推計（中位推計）における

平成 30～37 年の６歳の人口の増減に合わせて、平成 30～37 年度の各小学校の

入学者数を算出する。 

(2) 人口推計（中位推計）等を踏まえて、各小学校の入学者数に応じて補正する。 

・ 平成 38～40 年度の児童数 

平成 37 年度の各小学校の入学者数を基準として、人口推計（中位推計）における

平成 38～40 年の６歳の人口の増減に合わせて、平成 38～40 年度の各小学校の入

学者数を算出する。 

・  学級数については、１・２年生は「35 人学級」、３～６年生は「40 人学級」で編制するも

のとして算出している。 
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【住吉小学校】 

所在地 西東京市住吉町五丁目２番１号 

創立 昭和 59 年（1984 年） 

開校経緯 
保谷第一小学校・中原小学校・東小学校の通学区域を一部見直し

た上で開校 

現校舎建築年＜大規模改修等＞ 昭和 53 年（1978 年）＜大規模改修等なし＞ Ｒ
Ｃ 鉄筋ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ造 現校舎耐用超過年 平成 50 年（2038 年） 

現体育館建築年＜大規模改修等＞ 昭和 54 年（1979 年）＜大規模改修等なし＞ Ｒ
Ｃ 鉄筋ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ造 現体育館耐用超過年 平成 51 年（2039 年） 

用途地域指定状況 

用途 第１種中高層住居専用地域 

建ぺい率 50％ 

容積率 150％ 

高度地区 第２種 

 

 ＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 
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＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆現状等 

○普通教室数：１６ 

○校地面積  11,374 ㎡（市内小学校平均 13,389 ㎡） 

○建物敷地保有延床面積  6,299 ㎡（市内小学校平均 6,791 ㎡） 

 

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50 49 48 48

2年生 56 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50 49 48
3年生 42 56 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50 49
4年生 48 42 56 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50
5年生 59 48 42 56 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52
6年生 46 59 48 42 56 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54

合計 335 338 343 367 388 393 368 377 369 351 340 329 319 309 301

学級数 13 13 13 14 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50 49 48 48

2年生 50 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50 49 48
3年生 38 50 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50 49
4年生 51 38 50 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52 50
5年生 58 51 38 50 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54 52
6年生 45 58 51 38 50 84 49 64 72 63 61 59 58 56 54

合計 326 330 336 357 382 393 368 377 369 351 340 329 319 309 301

学級数 12 12 12 13 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12
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【泉小学校】 

所在地 西東京市泉町三丁目６番８号 

創立 昭和 46 年（1971 年） 

開校経緯 保谷小学校・保谷第一小学校の通学区域を一部見直した上で開校 

現校舎建築年＜大規模改修等＞ 昭和 46 年（1971 年）＜平成元年（1989 年）＞ Ｒ

Ｃ 

鉄筋ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ造 現校舎耐用超過年 平成 43 年（2031 年） 

現体育館建築年＜大規模改修等＞ 昭和 51 年（1976 年）＜平成 15 年（2003 年）＞ 

Ｓ 鉄骨造 

現体育館耐用超過年 平成 36 年（2024 年） 

用途地域指定状況 

用途 第１種中高層住居専用地域 

建ぺい率 50％ 

容積率 150％ 

高度地区 第２種 

 

＜将来推計＞ 

（平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 
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＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆現状等 

○普通教室数：１３ 

○校地面積  11,318㎡（市内小学校平均 13,389㎡） 

○建物敷地保有延床面積  4,673㎡（市内小学校平均 6,791㎡） 

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35 34 34 34

2年生 48 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35 34 34
3年生 44 48 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35 34
4年生 44 44 48 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35
5年生 39 44 44 48 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36
6年生 56 39 44 44 48 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38

合計 266 261 254 246 246 240 246 235 242 244 236 229 222 216 211

学級数 10 10 10 10 10 9 10 10 11 11 10 8 6 6 6

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35 34 34 34

2年生 25 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35 34 34
3年生 36 25 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35 34
4年生 50 36 25 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36 35
5年生 42 50 36 25 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38 36
6年生 57 42 50 36 25 35 51 32 36 44 42 41 40 39 38

合計 245 239 229 215 223 240 246 235 242 244 236 229 222 216 211

学級数 9 9 8 8 9 9 10 10 11 11 10 8 6 6 6
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【保谷小学校】 

所在地 西東京市保谷町一丁目３番 35号 

創立 明治７年（1874 年） 

開校経緯 上保谷小学校として開校 

現校舎建築年＜大規模改修等＞ 昭和 53 年（1978 年）＜平成 11年（1999 年）＞ Ｒ

Ｃ 

鉄筋ｺ ﾝ 

ｸﾘｰﾄ造 
現校舎耐用超過年 平成 50 年（2038 年） 

現体育館建築年＜大規模改修等＞ 昭和 47 年（1972 年）＜平成 15年（2003 年）＞ 

Ｓ 鉄骨造 

現体育館耐用超過年 平成 32 年（2020 年） 

用途地域指定状況 

用途 第１種中高層住居専用地域 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

高度地区 第２種 

 

＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 
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＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆現状等 

○普通教室数：１６ 

○校地面積  16,460㎡（市内小学校平均 13,389㎡） 

○建物敷地保有延床面積  7,362㎡（市内小学校平均 6,791㎡） 

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50 49 49 48

2年生 65 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50 49 49
3年生 53 65 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50 49
4年生 51 53 65 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50
5年生 60 51 53 65 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52
6年生 63 60 51 53 65 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54

合計 350 359 349 366 377 373 375 361 367 353 341 330 319 310 302

学級数 12 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50 49 49 48

2年生 73 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50 49 49
3年生 51 73 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50 49
4年生 47 51 73 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52 50
5年生 55 47 51 73 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54 52
6年生 62 55 47 51 73 58 72 50 68 64 61 60 58 56 54

合計 346 356 351 372 385 373 375 361 367 353 341 330 319 310 302

学級数 13 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
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【本町小学校】 

所在地 西東京市保谷町一丁目 14番 23 号 

創立 昭和 54 年（1979 年） 

開校経緯 保谷小学校・東伏見小学校の通学区域を一部見直した上で開校 

現校舎建築年＜大規模改修等＞ 昭和 54 年（1979 年）＜大規模改修等なし＞ Ｒ

Ｃ 

鉄筋ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ造 
現校舎耐用超過年 平成 51 年（2039 年） 

現体育館建築年＜大規模改修等＞ 昭和 54 年（1979 年）＜大規模改修等なし＞ 

Ｓ 鉄骨造 

現体育館耐用超過年 平成 39 年（2027 年） 

用途地域指定状況 

用途 第１種中高層住居専用地域 

建ぺい率 50％ 

容積率 150％ 

高度地区 第２種 

 

＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 
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  ＜将来推計＞ 

  （平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

◆現状等 

○普通教室数：１６ 

○校地面積  9,690㎡（市内小学校平均 13,389㎡） 

○建物敷地保有延床面積  5,313㎡（市内小学校平均 6,791㎡） 

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52 51 50 50

2年生 51 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52 51 50
3年生 51 51 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52 51
4年生 63 51 51 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52
5年生 66 63 51 51 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54
6年生 59 66 63 51 51 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56

合計 355 367 365 367 381 394 390 379 373 364 353 341 331 321 313

学級数 12 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

児童数 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

1年生 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52 51 50 50

2年生 40 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52 51 50
3年生 43 40 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52 51
4年生 58 43 40 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54 52
5年生 54 58 43 40 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56 54
6年生 60 54 58 43 40 65 71 64 65 65 64 61 60 58 56

合計 320 331 341 348 370 394 390 379 373 364 353 341 331 321 313

学級数 12 12 12 11 11 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12
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第３ 検討対象４校の検証について 

１  検討対象４校における児童数の今後の推移と対応 

  (1) 検討対象４校における児童数の今後の推移 

    平成 23 年度に実施した「西東京市立学校就学者推計」結果によると、西東京市

における就学児童数全体の推移は、平成23年度の9,292人から平成32年度の9,930

人まで 6.9％増加した後、減少に転じる見込みである。 

 

図：検討対象４校の児童数と市内平均児童数の推移表 

注）表中の斜体太文字は平成 26 年度から平成 40 年度までにおける最大値を示している。 

（平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40
住吉小学校 326 330 336 357 382 393 368 377 369 351 340 329 319 309 301
泉小学校 245 239 229 215 223 240 246 235 242 244 236 229 222 216 211
保谷小学校 346 356 351 372 385 373 375 361 367 353 341 330 319 310 302
本町小学校 320 331 341 348 370 394 390 379 373 364 353 341 331 321 313
対象４校平均（現状） 309 314 314 323 340 350 345 338 338 328 318 307 298 289 282
市内平均（19校） 486 490 493 503 515 522 523 517 511 497 481 466 451 438 427
対象４校と市内平均との差 -177 -176 -179 -180 -175 -172 -178 -179 -173 -169 -164 -159 -153 -149 -145

市内平均との割合 64% 64% 64% 64% 66% 67% 66% 65% 66% 66% 66% 66% 66% 66% 66%

今後の将来推計

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40
住吉小学校 335 338 343 367 388 393 368 377 369 351 340 329 319 309 301
泉小学校 266 261 254 246 246 240 246 235 242 244 236 229 222 216 211
保谷小学校 350 359 349 366 377 373 375 361 367 353 341 330 319 310 302
本町小学校 355 367 365 367 381 394 390 379 373 364 353 341 331 321 313
対象４校平均（現状） 327 331 328 337 348 350 345 338 338 328 318 307 298 289 282
市内平均（19校） 490 494 496 507 518 522 523 517 511 497 481 466 451 438 427
対象４校と市内平均との差 -163 -163 -168 -170 -170 -172 -178 -179 -173 -169 -164 -159 -153 -149 -145

市内平均との割合 67% 67% 66% 66% 67% 67% 66% 65% 66% 66% 66% 66% 66% 66% 66%

今後の推計
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図：市内平均児童数と検討対象４校の児童数の推移グラフ 

（平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁内検討委員会が、平成 23 年度に取りまとめた「学校施設適正規模・適正配置庁

内検討委員会平成 23 年度における検討結果最終報告書」で示す統廃合の実施予定年

度である平成 27 年度に着目してみると、検討対象４校の平均児童数は「331 人（平成

25 年度児童数・学級数反映では 314 人）」であり、市内平均(19 校)「494 人（同 490

人）」と比較すると、１校当たり「163 人（同 176 人）」少ないことになる。 

また、市内平均を 100％とした場合、検討対象４校の学校規模の平均値は約 67％（同

64％）になる。 
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 (2) 検討対象４校の方向性についての検証 

前記により、この地域については、懇談会の提言や市の基本方針に基づき、児童の

学習面・生活面等における教育環境全般の向上及び学校運営上の側面等に鑑みても、

早期に適正規模への対応を図る必要があるとの結論に達した。 

庁内検討委員会としては、平成 24 年度から学校統廃合の検討を進めるに当たり、

平成 24 年６月に実施した検討対象４校の関係者向け意識調査やヒアリング、平成 25

年度に行った意見交換会や対象校の全保護者、未就学児の保護者や無作為抽出された

市民等への意識調査結果を踏まえ、学校規模を調整する手法等について検証を行った。 

 

 ① 通学区域の見直しによる学校規模の調整の検討 

検討対象４校の学校規模を通学区域の見直しによって調整しようとする場合、隣

接する小学校との間で、通学区域の見直しを検証することとなる。 

この検証に当たり既に小規模化している４校間の境界の見直しは、お互いの児童

数の減少を引き起こすことが明らかであるため対象とはしない。 

また、北側には西武池袋線、南側には西武新宿線が通っているため、東伏見小学

校のようなケースもあるが、線路を越える通学区域の見直しは避けることとする。 

 

＊検討対象４校に隣接する学校としては、次のとおりである。 

東側地域：東小学校・碧山小学校・東伏見小学校 

西側地域：谷戸第二小学校・田無小学校 

 

検討対象４校と隣接する小学校配置図（平成 25 年４月１日現在の通学区域） 
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図：検討対象４校と隣接する小学校の今後の児童数の推移 

注）表中の斜体太文字は平成 26 年度から平成 40 年度までにおける最大値を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下が主な検証のパターンである。 

住吉小

泉小

谷戸第二小

田無小

東伏見小

東小

碧山小
保谷小

本町小

西武池袋線

西武新宿線

住吉小 検証

現在、東小通学区域。
隣接校に編入した場合、東小

の小規模化を招くと同時に、

通学距離も延びる。

谷戸町３丁目：現在１００人以

上の児童が谷戸第二小学校
に通学している。

この地域の住吉小通学区域

への変更は小規模化の解消

効果が見込まれるが通学距離

が延びる地域がある。

 

 

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40
東小学校 302 322 361 393 407 428 428 422 412 380 368 355 343 334 326
碧山小学校 566 586 558 567 557 568 578 575 571 557 539 522 504 490 478
東伏見小学校 417 435 433 428 442 451 462 455 448 434 420 406 394 383 374
谷戸第二小学校 459 457 459 486 491 502 497 482 477 460 446 432 418 407 397
田無小学校 591 609 627 669 694 703 705 695 681 644 624 603 584 567 553

今後の推計
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住吉小

泉小

谷戸第二小

田無小

東伏見小

東小

碧山小
保谷小

本町小

西武池袋線

西武新宿線

現在、谷戸二小通学区域。

泉小通学区域に編入した場合
通学距離が延びる。

現在、泉小通学区域の「住吉

町１丁目、泉町１丁目（★）」か

ら区域内児童２１０人中１１４

人が谷戸二小を中心に流出。

現在、東小通学区域。

隣接校に編入した場合、東小
の小規模化を招くと同時に、

通学距離も延びる。

平成２３年度の通学区域見直
し地域協議会において、保谷
小への編入は「通学距離が延
びる」、「適当な区域割（ライン
引き）が難しい」を理由に見送
り。

北原町１丁目：現在７０人以上

の児童が谷戸第二小学校に

通学している。

この地域の保谷小通学区域

への変更は小規模化の解消
効果が見込まれるが通学距離

が延びる地域がある。

泉・保谷小 検証

 

住吉小

泉小

谷戸第二小

田無小

東伏見小

東小

碧山小
保谷小

本町小

西武池袋線

現在、本町小通学区域（元碧

山）。

平成２３年度の通学区域の見
直し地域協議会において碧山
小の児童増加対応のため、本
町小に編入。

現在、田無小通学区域。
この地域の本町小通学区域
への変更は小規模化の解消
効果が見込まれるが本町小区
域に編入すると通学距離が延
びる。

西武新宿線
富士町４丁目・５丁目一部：現

在１００人以上の児童が東伏
見小学校に通学している。

この地域の本町小通学区域

への変更は小規模化の解消

効果が見込まれるが、東伏見

小の小規模化を招くおそれが

ある。（東伏見小：１２学級）

本町小 検証
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庁内検討委員会では、検討対象４校と隣接する各小学校との配置（通学

距離）バランス、隣接する各小学校の今後の児童数の推移、過去の通学区

域の見直しの経緯等の視点から地域全体での適正規模・適正配置を検討し、

以下の結論を出した。 

 

＜結論＞ 

庁内検討委員会としては、次の理由により、小規模校の集中地域の解消

は通学区域の見直しによる調整では達成できない、という結論に至った。 

もちろん、全市的な取組として遠くの大規模校の通学区域を変更し、そ

れに応じて順次隣り合う通学区域を見直していくことで、離れた小学校の

調整を行うことも理論上は可能ではあるが、影響が大きすぎるため、この

ような手法は採用しないこととした。 

     

＜理由＞ 

 ａ 小規模校の集中地域における学校規模の適正化を図るために、隣接

する学校の通学区域を変更した場合、当該隣接校の将来的な小規模化

を招く恐れがある。 

 

 ｂ 隣接する各学校の通学区域を検討対象４校の通学区域に編入変更

した場合、大多数の変更地域において、当該変更地域に居住する児童

の通学距離が、従前の学校より延びてしまう。 

 

② 財政面からの必要性の検証 

庁内検討委員会では、小規模校の集中地域における各学校の適正規模

の実現を図るに当たり、その手法としての学校統廃合の必要性について、

学校運営上の側面、特に財政面からの検証も行った。 

次の資料は、平成 22 年３月に策定された「西東京市地域経営戦略プ

ラン 2010（第３次行財政改革大綱）」で、平成 24 年度に社会経済情勢の

変化や市政の全体方針との整合性を踏まえた中間の見直しをしたもの

の一部である。 
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＊「西東京市地域経営戦略プラン 2010（第３次行財政改革大綱）（中間の見直し）」（抜粋） 

 
 

こうした計画に基づき、西東京市は公共施設の適正配置等に取り組ん

できており、次のような主な実績がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 13 年 開校】 

けやき小学校（西原小学校、西原第二小学校を統合） 

【平成 21 年 開設】 

ひばりヶ丘駅前出張所（中原出張所、谷戸出張所を統合） 

【平成 23 年 廃止】 

柳橋市民集会所、住吉町市民集会所 

【平成 24 年 廃止】 

菅平少年自然の家 

【その他】 

平成 16 年度以降に消防団の詰所を３か所統廃合 
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中 原 1959（S34）
保 谷 第 一 1967（S42)
芝 久 保 1969（S44）
谷 戸 1970（S45)

栄 1970（S45)
泉 1971（S46)

谷 戸 第 二 1972（S47)
ひばりが丘 1960（S35)
田 無 第 三 1961（S36)
保 谷 1968（S43)
柳 沢 1972（S47)
田 無 第 一 1973（S48)

※このほかに体育館が検討対象となる学校もある。

H45
2028
H40

中
学
校

小
学
校

建築年学校名

校舎建築年から見て次期総合計画期間における検討対象となる学校一覧

2008
H20

2013
H25

2023
H35

2018
H30

2033

 

しかし、市としては、適正配置等を進める一方で子育て関連については

次のような施設の建設・建替に取り組んできた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの取組と併せて、教育委員会では学校施設について、１ページ

の「１ はじめに」に掲げたような「中学校完全給食に伴う施設整備」、

「全校の耐震補強工事」、「空調設備設置工事」、「洋式便器整備工事」な

どを行ってきたところである。 

しかし、平成 25 年度現在、小学校 19 校と中学校９校の計 28 校につい

て、あと３年程度経過した辺りから、小学校 19 校中 16 校の校舎又は体

育館が次々と築 50 年を迎えることとなる。 

中学校の学校施設についても状況は同様であり、小・中学校とも今後

ますます老朽化が進行していくことから、必要に応じて順次改修工事や

施設の建替え等を行わなければならない状況が次のとおり見込まれてい

る。 

図：次期総合計画期間における校舎等建物の建替え･改修等検討対象学校一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 13 年】  芝久保児童館 

【平成 15 年】  けやき小学校 

【平成 17 年】  北原児童館 

みどり保育園 

【平成 18 年】  田無保育園 

【平成 19 年】  青嵐中学校校舎 

【平成 20 年】  子ども総合支援センター（のどか、ひいらぎ） 

西原保育園 

【平成 22 年】  ひばりが丘児童センター 

下保谷児童センター 

すみよし保育園 

（注：年は開設年をいう。） 
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また、学校施設を建替えや改修する場合に要する経費は次のようにな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、通常の学校運営に必要な経費を直近３会計年度(平成 21 年度

～平成 23 年度)において決算書ベースで算出してみると、小学校１校当

たりにかかる経費は、概ね次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成21年度から平成23年度までの３カ年における西

東京市一般会計歳出決算額による「第 10 款 教育費・項

２ 小学校費」のうち「臨時経費」を除いた「経常経費」

の平均額を市内全小学校 19 校で按分して算出している。

(注：都費負担となる教職員の人件費は含まれていない。) 
 

 

昨今の厳しい財政事情等を踏まえると、市の公共施設の適正規模・適

正配置を進めずに将来的な建替え・改修等の事業費用を捻出し、かつ、

 

≪西東京市立小・中学校１校の【建替え】に要する概算経費≫ 

 

仮設校舎建設費用   約４億～６億円 

既存校舎取り壊し費用 約１億～２億円 

新校舎建設費用   約 25 億～30 億円 

合  計       約 30 億～38 億円 

 

 

 

≪小学校１校を運営するためにかかる概算経費≫ 

（１会計年度当たり） 

約  ８，５００  万円※ 

 

≪西東京市立小・中学校１校の【大規模改造】に要する概算経費≫ 

 

校舎費用    約２億～３億円 

体育館費用  約１億～1.5 億円 

 合  計    約３億～4.5 億円 
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これらを市内全域で達成していくことは困難である。 

 

③ 学校統廃合による学校規模の調整の検討 

     庁内検討委員会では、学校規模を調整する手法として、次の理由か

ら学校統廃合を行うことが、必要であると結論付けた。 

なお、学校統廃合を実施する場合には、児童や保護者、地域関係者

をはじめ、学校・家庭・地域への影響や負担が最小限となるよう努め、

学校統廃合の実施に伴う事項について、どこまで適切な対応を行うこ

とができるかも併せて確認を行った。 

今年度８月までに実施した意識調査、意見交換会や今までいただい

た保護者、地域の関係者等からの意見を踏まえ、取り得る対応の内容

は＜理由＞の次に＜対応＞として示していく。 

 

    ＜理由＞ 

ａ 検討対象４校については、今後の児童数のピーク時を考慮してもなお、

小規模化の解消は見込めず、「子どもたちが学校における集団生活を通し

て、社会性を身に付け、豊かな人間関係を築くためにはクラス替えが可

能となる１学年２学級以上が望ましい。」という懇談会の提言・市の教育

方針に基づき対策をとらなければならない状況にある。 

ｂ 児童の学級活動や班活動の効果的な運営上の観点からも、複数学級編

制となる学年規模を確保すべきである。 

ｃ 同一学年での複数教員による教育内容、指導方法等の研究や研修を可

能とする教員配置の観点からも、複数学級編制となる学年規模を確保す

べきである。 

ｄ 小規模校については、財政面、人員配置面からも効率性に課題があり、

昨今の厳しい財政事情の一方で、多様な教育ニーズへの対応も多く、効

率的な学校運営を行うための学校規模を作り上げ、維持していくことが

必要である。 

ｅ 学校施設の建替えなど計画的な施設更新のためには、児童数の減少に

応じた学校数を実現していく必要がある。 

ｆ 小規模校が縦に４つ近接して設置されており、学校施設の適正配置に

課題がある。 

ｇ 35 人学級制度等の国の施策動向等にもよるが、現在では 35 人学級制

度は小学校の１・２学年にしか適用されず、検討対象４校については、

今後長期的には学級数の増加は見込めない。 

 

 

 

 

 

 

 



28 
 

＜対応＞ 

  中間報告書で示した、意見交換会・意識調査などで出された主な要望や意見に

対する対応案である。 

 質問・意見 検討 対応の方向性（案） 

受入

校 

１校での全員受入 

〇 

在校生を分割せず、１校での在校生全員

受入れを基本とし、近接校を希望する児童

には特例制度を設け優先枠を確保する等の

配慮をする。 

施設 新校舎の建設 × 現時点で予定はしていない。 

小学校大規模改修等 

（校舎・体育館） 
△ 改修工事を行う。 

校庭 △ 使用に支障がないよう検討する。 

学校

名・校

歌 

名称、校章、校歌 △ 
平成 26 年度中に、平成 27 年度又はそれ

以降の変更等について検討する。 

校則 △ 
平成 26 年度中に、平成 27 年度又はそれ

以降の変更等について検討する。 

通学

路 

児童の安全

の確保 

 

（交通擁護

員の増員） △ 

統合時の低学年児童のための交通擁護員

の時限的な増員を行う。 

期間は検討する。 

（スクール

バス） 
× スクールバスの運行は困難である。 

教育

環境 

教育・学習環境の向上・メ

リット 〇 
統合後の学校を研究指定校又は研究奨励

校とする。 

関係 

施設 

学童クラブの確保 
〇 

新学童クラブの場所は、基本的に、統合

校の敷地内とする。 

校庭開放 
× 

防犯・安全上の観点から、「跡地」の校庭

開放はしない方向とする。 

避難所の確保 △ 今後調整する。 

子供 子供への直接説明 

〇 

事案決定後、実施する。 

時期・手法は教員、統合協議会を交え今

後協議していく。 

交流事業 
〇 

交流事業などを行うことにより、円滑な

児童の合流を促す。 

歴史の保存 
〇 

被統合校の記念碑等、歴史の保存につい

て統合協議会の協議事項とする。 

被統合校の教員の継続配置 
△ 

環境の変化の影響を考慮して、教員の継

続配置に取り組む。 
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心のケア 
△ 

スクールカウンセラーの特例配置を検討

する。 

負担 

軽減 

閉校時、新たな学用品（校

章入り体操服など）の購入

に伴う負担軽減措置 
△ 

統合に伴う保護者の負担する経費は、公

費での負担を検討する。 

＊ この表の【対応の方向性（案）】について、この最終報告書の結論に合わせた

具体的な内容については、44・45 ページに記載した。 
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(3) 検討対象４校における学校統廃合実施に向けた学校数の検討 

① 学級数による学校規模の検証 

市内小学校の学級数の推移は次のとおりであり、平均は「14～16 学級」

を維持していく予測である。 

対して、検討対象４校では泉小学校に平成 18 年以降継続的に複数学年で

単学級が発生しているほか、残りの３校においても「学校施設適正規模・

適正配置検討懇談会」の提言を基にした「西東京市学校施設適正規模・適

正配置に関する基本方針」や各種法令等で学校規模の標準とされている「12

学級以上 18 学級以下」の下限値ですべての小学校が推移していく予測とな

っている。 

 

図：市内小学校平均と検討対象４校の学級数の推移 

（平成 23年度就学者推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 
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② 児童数による学校規模の検証 

上記、「① 学級数による学校規模の検証」と同様に、児童数についても

検証する。 

検討対象４校の児童数と市内平均児童数の推移から、平成 27 年度におけ

る検討対象４校の推定平均児童数は「331 人（平成 25 年度児童数・学級数

反映では 314 人）」で、市内平均(19 校)「494 人（同 490 人）」より１校当た

り「163 人（同 176 人）」少なく約 67％（同 64％）となる。 

そして、４校を３校に統廃合した場合、３校の平均児童数は「331 人（平

成 25 年度児童数・学級数反映では 314 人）」から「442 人（同 419 人）」へ

増加し、市内平均(18 校)「521 人（同 517 人）」と比較しても、学校規模は

約 85％（同 81％）となり、小規模状態はやや解消される。 

一方、４校を２校に統廃合した場合、２校の平均児童数は「331 人（同 314

人）」から「663 人（同 628 人）」へ倍増し、市内平均(17 校)「552 人（同 547

人）」と比較しても、学校規模は約 120％（同 115％）となり、一転して平均

規模を上回ることになる（次表参照）。 

図：市内小学校平均児童数と検討対象４校で統廃合を実施した場合の平均児童数の推移 

（平成 23年度就学者推計） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 23年度就学者推計に平成 25年度児童数・学級数を反映） 
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統廃合を検討する上で、現在４校ある小規模校を２校に統廃合した場合では

学校規模を超えることが予想されるが、３校にした場合には学校規模としても

一定程度の余裕が見込まれる。 

以上のことから、この地域における学校の適正規模について、児童数等から

捉えると、現在ある４校を３校に統廃合することは、小規模化の抑制、適正規

模化の効果のある手法と考えられる。 

 

２ 検討対象４校内での学校統廃合シミュレーションによる検証 

  (1) シミュレーションの考え方 

検討対象４校を３校に統廃合するという前提条件のもと、次の考え方に

より児童数がどのように推移していくのかを試算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、20ページ「① 通学区域の見直しによる学校規模の調整の検討」

でも述べたが、検討対象４校は、南北地域を西武池袋線と西武新宿線に挟

まれていること、隣接する小学校への影響があることなどの理由から、ま

ず、最初のシミュレーションでは、検討対象４校以外の通学区域は変更し

ないこととする。 

ア 閉校となる小学校の通学区域を隣接する小学校の通学区域に全

て統合させる場合 

メリット  ：児童の人間関係が継続できる。 

デメリット：受入側の小学校の児童数がほぼ倍増することにな

るので、教室が足りなくなる恐れがある。 

 

イ 閉校となる小学校の通学区域を隣接する小学校の通学区域に分

割し、統合させる場合 

メリット  ：児童数が分散されることにより、受入側の小学校

へのハード面等の影響は少なくなる。 

デメリット：友だちと離ればなれになってしまう。 
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 (2) シミュレーションの結果 

 ① 閉校となる小学校の通学区域を、隣接する小学校の通学区域に全て統合させる場合 

Ａ・Ｂ：対象４校北地区（住吉小学校と泉小学校が１つになった場合の児童数及び学級数） 

 

                                    Ａ：統合後の住吉小学校                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｂ：統合後の泉小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学級数については、１・２年生は「３５人学級」、３～６年生は「４

０人学級」で編制するものとして算出している。 

※通学区域を分割し、統合する場合の児童数は次の通り算出した。 

①平成 24 年度までの入学児童：学齢簿から算出 

②平成 25～30 年度入学児童：住民基本台帳から抽出し、学年別に 

整理した値から、学校選択制度、指定校変更制度の影響を加えて 

算出 

③平成 31～40 年度入学児童：②で算出した数値の平均値から算出 

不足教室数
住吉小

平成27年度 599 19 -3

平成28年度 597 18 -2

平成29年度 613 19 -3

平成30年度 634 20 -4

平成31年度 633 19 -3

平成32年度 614 18 -2

平成33年度 612 18 -2

平成34年度 611 18 -2

平成35年度 595 18 -2

平成36年度 576 18 -2

平成37年度 558 18 -2

平成38年度 541 18 -2

平成39年度 525 18 -2

平成40年度 512 18 -2

年度 児童数 学級数

不足教室数
泉小

平成27年度 599 19 -6

平成28年度 597 18 -5

平成29年度 613 19 -6

平成30年度 634 20 -7

平成31年度 633 19 -6

平成32年度 614 18 -5

平成33年度 612 18 -5

平成34年度 611 18 -5

平成35年度 595 18 -5

平成36年度 576 18 -5

平成37年度 558 18 -5

平成38年度 541 18 -5

平成39年度 525 18 -5

平成40年度 512 18 -5

学級数年度 児童数
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   Ｃ・Ｄ：対象４校南地区（保谷小学校と本町小学校が１つになった場合の児童数及び学級数） 

 

                                  Ｃ：統合後の保谷小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           Ｄ：統合後の本町小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足教室数
保谷小

平成27年度 726 22 -6

平成28年度 714 22 -6

平成29年度 733 22 -6

平成30年度 758 22 -6

平成31年度 767 23 -7

平成32年度 765 23 -7

平成33年度 740 23 -7

平成34年度 740 24 -8

平成35年度 717 23 -7

平成36年度 694 22 -6

平成37年度 671 20 -4

平成38年度 650 18 -2

平成39年度 631 18 -2

平成40年度 615 18 -2

年度 児童数 学級数

不足教室数
本町小

平成27年度 726 22 -6

平成28年度 714 22 -6

平成29年度 733 22 -6

平成30年度 758 22 -6

平成31年度 767 23 -7

平成32年度 765 23 -7

平成33年度 740 23 -7

平成34年度 740 24 -8

平成35年度 717 23 -7

平成36年度 694 22 -6

平成37年度 671 20 -4

平成38年度 650 18 -2

平成39年度 631 18 -2

平成40年度 615 18 -2

年度 児童数 学級数
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Ｅ・Ｆ：対象４校中央地区（泉小学校と保谷小学校が１つになった場合の児童数及び学級数） 
 

                                       Ｅ：統合後の泉小学校 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             Ｆ：統合後の保谷小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足教室数
泉小

平成27年度 620 19 -6

平成28年度 603 19 -6

平成29年度 612 19 -6

平成30年度 623 20 -7

平成31年度 613 20 -7

平成32年度 621 19 -6

平成33年度 596 18 -5

平成34年度 609 18 -5

平成35年度 597 18 -5

平成36年度 577 18 -5

平成37年度 559 18 -5

平成38年度 541 18 -5

平成39年度 526 18 -5

平成40年度 513 18 -5

年度 児童数 学級数

不足教室数
保谷小

平成27年度 620 19 -3

平成28年度 603 19 -3

平成29年度 612 19 -3

平成30年度 623 20 -4

平成31年度 613 20 -4

平成32年度 621 19 -3

平成33年度 596 18 -2

平成34年度 609 18 -2

平成35年度 597 18 -2

平成36年度 577 18 -2

平成37年度 559 18 -2

平成38年度 541 18 -2

平成39年度 526 18 -2

平成40年度 513 18 -2

年度 児童数 学級数
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② 閉校となる小学校の通学区域を、隣接する小学校の通学区域に分割し統合する場合 

Ｇ・Ｈ：泉小学校の通学区域を、住吉小学校と保谷小学校の通学区域に分割し統合する場合 

（泉町４丁目、泉町５丁目１・10～12番、住吉町１丁目を住吉小学校に統合し、泉町１～３丁目

を保谷小学校に統合） 

 

Ｇ：統合後の住吉小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ：統合後の保谷小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

不足教室数
住吉小

平成27年度 429 13 -

平成28年度 441 14 -

平成29年度 464 15 -

平成30年度 487 16 -

平成31年度 493 17 -1

平成32年度 470 16 -

平成33年度 478 16 -

平成34年度 465 15 -

平成35年度 447 13 -

平成36年度 439 12 -

平成37年度 425 12 -

平成38年度 412 12 -

平成39年度 399 12 -

平成40年度 389 12 -

年度 児童数 学級数

不足教室数
保谷小

平成27年度 529 17 -1

平成28年度 505 15 -

平成29年度 515 16 -

平成30年度 524 16 -

平成31年度 513 16 -

平成32年度 519 17 -1

平成33年度 495 17 -1

平成34年度 513 18 -2

平成35年度 501 18 -2

平成36年度 478 17 -1

平成37年度 463 15 -

平成38年度 448 13 -

平成39年度 436 12 -

平成40年度 425 12 -

年度 児童数 学級数
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Ｉ・Ｊ：保谷小学校の通学区域を、泉小学校と本町小学校の通学区域に分割し統合する場合 

（保谷町５丁目、中町１丁目を泉小学校に統合し、保谷町１丁目１～６番、保谷町６丁目１～８・

14～25番、中町６丁目、富士町１丁目１～４番を本町小学校に統合） 

 

Ｉ：統合後の泉小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ：統合後の本町小学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不足教室数
泉小

平成27年度 402 13 -

平成28年度 401 13 -

平成29年度 408 13 -

平成30年度 403 13 -

平成31年度 393 13 -

平成32年度 402 13 -

平成33年度 382 12 -

平成34年度 387 12 -

平成35年度 379 12 -

平成36年度 378 12 -

平成37年度 367 12 -

平成38年度 355 12 -

平成39年度 345 12 -

平成40年度 337 12 -

年度 児童数 学級数

不足教室数
本町小

平成27年度 585 19 -3

平成28年度 567 19 -3

平成29年度 571 18 -2

平成30年度 601 19 -3

平成31年度 614 19 -3

平成32年度 609 18 -2

平成33年度 593 18 -2

平成34年度 595 18 -2

平成35年度 582 18 -2

平成36年度 552 18 -2

平成37年度 533 18 -2

平成38年度 517 18 -2

平成39年度 502 18 -2

平成40年度 489 17 -1

年度 児童数 学級数
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 (3) シミュレーション結果の考察 

最初のシミュレーション結果を整理する。 

 
組合せ ①増築の回避 ②通学距離 ③児童数均衡 

④わかりや

すい区域割 

① 

１
校
＋
１
校 

３
３
頁
記
載 

Ａ 住吉小＋泉小⇒住吉小 △ △ ○ ○ 

Ｂ 住吉小＋泉小⇒泉小 × △ ○ ○ 

３
４
頁
記
載 

Ｃ 保谷小＋本町小⇒保谷小 × △ × ○ 

Ｄ 保谷小＋本町小⇒本町小 × △ × ○ 

３
５
頁
記
載 

Ｅ 泉小＋保谷小⇒泉小 × △ ○ ○ 

Ｆ 泉小＋保谷小⇒保谷小 × △ ○ ○ 

② 

分
割
＋
１
校 

３
６
頁
記
載 

Ｇ 泉小の一部＋住吉小⇒住吉小 △ ○ ○ ○ 

Ｈ 泉小の一部＋保谷小⇒保谷小 △ ○ ○ ○ 

３
７
頁
記
載 

Ｉ 保谷小の一部＋泉小⇒泉小 ○ △ △ ○ 

Ｊ  保谷小の一部＋本町小⇒本町小 × ○ ○ ○ 

   注）・ 増築の回避の「△」は、転用可能教室以外の特別活動教室等を普通教室に改修すれば対応可能な場合。 

「×」は増築が不可避の場合。 

・ 通学距離の「○」は、学校から最も離れた通学区域内のポイントと、学校の直線距離が 1.0Km 以内の

場合。「△」は、1.5Km 以内の場合。「×」は 2.0Km を超える場合。 

なお、文部科学省の示す通学距離の適正条件は、「小学校にあってはおおむね４Kｍ以内」とされてい

る。 

・ 児童数均衡の「○」は、西東京市立小学校の平均の±20％に収まる場合 

           〃   「△」は、      〃     ±30％に収まる場合 

           〃   「×」は、      〃     ±30％を超える場合 

 

 

(5) 新たな学校統廃合シミュレーションの検討 

※転用可能教室…児童数の減少等により、既存の教室数と比較して学級数が減少し、一時的に余裕となると見

込まれる教室のこと。主に少人数学習指導教室、多目的教室、ランチルーム等の特別教室に

転用して活用されている。 

 



   39 
 

なお、平成 23 年度の児童推計を基に行ったシミュレーション「Ａ」から「Ｊ」までに、

平成 25 年７月１日現在の児童数、学級数を反映させた場合は次のとおりとなる。 

Ａ：統合後の住吉小学校 

不足教室数
住吉小

平成27年度 569 17 -1

平成28年度 565 16 -

平成29年度 572 17 -1

平成30年度 605 19 -3

平成31年度 633 19 -3

平成32年度 614 18 -2

平成33年度 612 18 -2

平成34年度 611 18 -2

平成35年度 595 18 -2

平成36年度 576 18 -2

平成37年度 558 18 -2

平成38年度 541 18 -2

平成39年度 525 18 -2

平成40年度 512 18 -2

年度 児童数 学級数

 

 

B：統合後の泉小学校 

不足教室数
泉小

平成27年度 569 17 -4

平成28年度 565 16 -3

平成29年度 572 17 -4

平成30年度 605 19 -6

平成31年度 633 19 -6

平成32年度 614 18 -5

平成33年度 612 18 -5

平成34年度 611 18 -5

平成35年度 595 18 -5

平成36年度 576 18 -5

平成37年度 558 18 -5

平成38年度 541 18 -5

平成39年度 525 18 -5

平成40年度 512 18 -5

学級数年度 児童数

 

 

C：統合後の保谷小学校 

不足教室数
保谷小

平成27年度 687 21 -5

平成28年度 692 22 -6

平成29年度 720 22 -6

平成30年度 755 22 -6

平成31年度 767 23 -7

平成32年度 765 23 -7

平成33年度 740 23 -7

平成34年度 740 24 -8

平成35年度 717 23 -7

平成36年度 694 22 -6

平成37年度 671 20 -4

平成38年度 650 18 -2

平成39年度 631 18 -2

平成40年度 615 18 -2

年度 児童数 学級数

 

 

D：統合後の本町小学校 

不足教室数
本町小

平成27年度 687 21 -5

平成28年度 692 22 -6

平成29年度 720 22 -6

平成30年度 755 22 -6

平成31年度 767 23 -7

平成32年度 765 23 -7

平成33年度 740 23 -7

平成34年度 740 24 -8

平成35年度 717 23 -7

平成36年度 694 22 -6

平成37年度 671 20 -4

平成38年度 650 18 -2

平成39年度 631 18 -2

平成40年度 615 18 -2

年度 児童数 学級数
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E：統合後の泉小学校 

不足教室数
泉小

平成27年度 595 19 -6

平成28年度 580 19 -6

平成29年度 587 19 -6

平成30年度 608 20 -7

平成31年度 613 20 -7

平成32年度 621 19 -6

平成33年度 596 18 -5

平成34年度 609 18 -5

平成35年度 597 18 -5

平成36年度 577 18 -5

平成37年度 559 18 -5

平成38年度 541 18 -5

平成39年度 526 18 -5

平成40年度 513 18 -5

年度 児童数 学級数

 

 

F：統合後の保谷小学校 

不足教室数
保谷小

平成27年度 595 19 -3

平成28年度 580 19 -3

平成29年度 587 19 -3

平成30年度 608 20 -4

平成31年度 613 20 -4

平成32年度 621 19 -3

平成33年度 596 18 -2

平成34年度 609 18 -2

平成35年度 597 18 -2

平成36年度 577 18 -2

平成37年度 559 18 -2

平成38年度 541 18 -2

平成39年度 526 18 -2

平成40年度 513 18 -2

年度 児童数 学級数

 

 

G：統合後の住吉小学校 

不足教室数
住吉小

平成27年度 408 13 -

平成28年度 409 14 -

平成29年度 423 15 -

平成30年度 451 15 -

平成31年度 469 16 -

平成32年度 446 15 -

平成33年度 452 15 -

平成34年度 447 14 -

平成35年度 429 12 -

平成36年度 416 12 -

平成37年度 403 12 -

平成38年度 391 12 -

平成39年度 379 12 -

平成40年度 369 12 -

年度 児童数 学級数

 

 

 

H：統合後の保谷小学校 

不足教室数
保谷小

平成27年度 517 17 -1

平成28年度 507 17 -1

平成29年度 521 17 -1

平成30年度 539 17 -1

平成31年度 537 17 -1

平成32年度 543 17 -1

平成33年度 521 17 -1

平成34年度 531 18 -2

平成35年度 519 18 -2

平成36年度 501 18 -2

平成37年度 485 17 -1

平成38年度 469 16 -

平成39年度 456 15 -

平成40年度 445 14 -

年度 児童数 学級数
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I：統合後の泉小学校 

不足教室数
泉小

平成27年度 393 13 -

平成28年度 389 13 -

平成29年度 376 12 -

平成30年度 394 13 -

平成31年度 406 13 -

平成32年度 407 12 -

平成33年度 397 12 -

平成34年度 398 12 -

平成35年度 402 12 -

平成36年度 388 12 -

平成37年度 375 12 -

平成38年度 364 12 -

平成39年度 353 12 -

平成40年度 344 12 -

年度 児童数 学級数

 

 

J：統合後の本町小学校 

不足教室数
本町小

平成27年度 533 17 -1

平成28年度 532 17 -1

平成29年度 559 17 -1

平成30年度 584 18 -2

平成31年度 601 18 -2

平成32年度 604 18 -2

平成33年度 578 18 -2

平成34年度 584 18 -2

平成35年度 559 18 -2

平成36年度 542 18 -2

平成37年度 525 18 -2

平成38年度 508 18 -2

平成39年度 494 17 -1

平成40年度 482 16 -

年度 児童数 学級数

 

 

 

    【反映後のシミュレーション結果】 

△→○へ変化 
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 ３ 新たな学校統廃合シミュレーションの検討 

32ページ「２ 検討対象４校内での学校統廃合シミュレーションによる検証」で

は、前提となる考え方として、まずは検討対象４校以外の通学区域を変更しないも

のとしていた。 

しかし、シミュレーション結果を整理・検証した結果、検証視点として「通学距

離」・「児童数均衡」・「わかりやすい区域割」を満たし、「増築の回避」のみ「△」

のＧ・Ｈパターンをベースに隣接の学校を含め通学区域の現状等の実態に則した形

での学校統廃合の手法を改めて探ることとした。 

 

(1) 追加検証の条件設定 

    32ページ「２ 検討対象４校内での学校統廃合シミュレーションによる検証」で

行ったシミュレーション結果において、学校統廃合を行うことで見込まれる児童数

や学級数の変化、それに伴う教室不足等への対応の可否等を考慮して、次のとおり

条件設定を行うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの条件設定を適用するシミュレーションは、36ページ記載のＧ・Ｈパター

ン「泉小学校を閉校とし、現在の泉小学校の通学区域を、住吉小学校と保谷小学校

の通学区域に分割し、統合する場合」である。 

しかし、「デメリット：友だちと離ればなれになってしまう。」という大きな課

題があるので、Ｇ・Ｈパターンの考え方を踏まえつつ、隣接校を含めた通学の実態

の反映、デメリットの解消、施設規模等のハード面の課題を解消できる手法を検証

する必要がある。 

  

 

○ 現在の児童の交友関係は維持できるようにする。 

〇 学校統廃合を行う上で、教室不足が発生し増築が必要となるようなパ

ターンは不可。 

○ 普通教室としての使用に適している部分は利用する。 

○ 統廃合後の学校規模については、「１学年２学級以上」を目安とする。 

○ 平成 25 年度において、庁内検討委員会で検討中である「学校施設の建

替え・大規模改修等の中・長期的な計画」とも整合を図ることとする。 
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(2) 追加検証と結果 

   ① 追加検証 

    ａ 隣接する各学校の状況を見てみると、住吉小学校の東側に隣接する東小

学校、泉小学校の西側に隣接する谷戸第二小学校、保谷小学校の東側に隣

接する碧山小学校が考えられる。 

これらの小学校のうち、東小学校・碧山小学校については、既に学校施設

適正規模・適正配置の観点から通学区域の見直しがなされており、適正規

模化が図られている学校である。 

したがって、検討対象４校以外の隣接する学校を含めた検討を行うことが

できるのは、基本的に谷戸第二小学校のみとなる。 

ｂ 「２ 検討対象４校内での学校統廃合シミュレーションによる検証」で行

ったＧ・Ｈパターンのシミュレーション結果では、現在の転用可能教室を

普通教室に戻したとしても、わずかに教室不足が生じる結果となっている。 

しかし、谷戸第二小学校を加え新たな通学区域を設定して新１年生から適

用し、新入生の人数を隣接校に割り振ると、２年生以上となる泉小の在校生

を全員受け入れることができ、かつ、その後も教室数の余裕は増していくこ

とが確認できた。 

さらに、現在の教室の利用状況を確認すると、「学童クラブの移設」や「地

域の団体の活動に供している教室の移動」などが必要となることが想定され

る。このことについて、「新教室が飛び地にならないこと」、「現在の利用

団体・利用状況への影響」などを総合的に判断する必要があるとした。 

ｃ 学校の規模に関して、「西東京市学校施設適正規模・適正配置に関する  

基本方針(平成 20 年 11 月西東京市教育委員会策定)」に掲げられている「１

学年２学級以上」となることとする。 

ｄ 今後、学校運営を進めていく上で必要となる施設の維持・管理に要する

費用や建替え・大規模改修等の計画も視野に入れて整理することとする。 

 

なお、平成 25 年現在の上記各学校の耐用年数情報は次のとおりである。 

図:統廃合検討対象４校及び谷戸第二小学校の校舎・体育館の耐用超過年一覧 

＊ 第２次総合計画期間：平成 26年～35 年   

   

 

学校名 既存校舎耐用超過年 既存体育館耐用超過年 その他（備考） 

住吉小学校 平成 50 年（2038 年） 平成 51 年（2039 年）  

泉小学校 平成 43 年（2031 年） 平成 36 年（2024 年） 校舎・体育館とも第３次総合計画期間内 

保谷小学校 平成 50 年（2038 年） 平成 32 年（2020 年） 体育館は第２次総合計画期間内 

本町小学校 平成 51 年（2039 年） 平成 39 年（2027 年） 体育館は第３次総合計画期間内 

谷戸第二小学校 平成 44 年（2032 年） 平成 44 年（2032 年） 校舎・体育館とも第３次総合計画期間内 
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② 方向性 

前記ａ～ｄによる追加検証及び中間報告書に対する保護者等の意見を踏ま

え、また、教育委員会では児童の交友関係の維持が児童にとって最大の負担軽

減策であると考えることから、すべての在校児童が一緒に動くことを可能にす

ることを目標として、方向性を以下のとおりとする。 

Ⅰ 
「住吉小学校」と「泉小学校」を統廃合する。閉校とする学校は「泉

小学校」とする。 

Ⅱ 
統廃合実施時に「泉小学校」に就学している児童の指定校は「住吉小

学校」とする。 

Ⅲ 統廃合実施年度は「平成 27 年度」とする。 

Ⅳ 
上記Ⅱの特例として、通学区域が隣接する「保谷小学校」又は「谷戸

第二小学校」を選択できることとする。 

Ⅴ 

平成 27 年度以後の通学区域については、統合前の泉小学校の通学区域

のうち、北東地域を「住吉小学校」、南東地域を「保谷小学校」、西地

域を「谷戸第二小学校」の通学区域とすることを概ねの方針とする。 

③ 住吉小学校と泉小学校の統合に伴う措置 

項目 措置内容 

住吉小学校の統合に

伴う改修（校舎） 

平成 26 年度中に、統合時の児童数に必要な教室の

確保のため、転用している現在の教室等を普通教室

に戻すほか、教育環境の向上に寄与する改修工事を

行う。 

住吉小学校大規模改

造（校舎・体育館） 

速やかに（仮称）学校施設大規模改造等計画を策

定し、これに基づき、統合に伴う改修に続き早期に

住吉小学校の大規模改造工事を進めていく。 

住吉小学校校庭 同上 

学校の名称、校章、校

歌 

統合協議会の協議事項とし平成 26 年度中に、平成

27 年度又はそれ以降の変更等について検討する。 

登下校の安全性の確

保 

 東京都の支援事業なども活用して交通擁護員の現

状からの増員を図る。 
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教育・学習プログラム 

指定校（住吉小学校）を（仮称）特別研究指定校

又は特別研究奨励校に指定するなど、教員数の増加

を生かして教員の指導力の向上に取り組む。 

学童クラブの確保 住吉小学校の現在の余裕教室を利用する。 

交流事業 
泉小学校と住吉小学校の児童の交流事業として合

同遠足、合同社会科見学などを実施する。 

歴史の保存 

泉小学校の歴史の保存について統合協議会の協議

事項とするとともに、保存に当たって必要な事項に

ついて対応する。 

学校の事前確認 

保護者が各学校の状況を確認する機会を設定す

る。 

統合前に、選択する学校の希望調査を行う。 

教員の継続配置 
泉小学校の教員について、指定校（住吉小学校）

への継続配置を図る。 

教員の加配 
東京都の支援事業を活用し、指定校（住吉小学校）

の教員の加配等人的支援に取り組む。 

学校職員の加配 
統廃合に係る教員の事務負担を軽減するため、学

校職員の加配等人的支援を行う。 

心のケ

ア 

平成 26 年度  保護者からの相談及び児童の心の変化に対応する

ため、泉小学校にスクールカウンセラーを増員配置

する。 

平成 27 年度

から 

 保護者からの相談及び児童の心の変化に対応する

ため、指定校（住吉小学校）にスクールカウンセラ

ーを増員配置する。   

体操服等の購入に伴

う負担軽減措置 

統合に伴う泉小学校保護者の負担する経費は公費

で負担する。ただし、公費負担する対象費目は公平

性と必要性の観点に基づき別途検討する。 

情報提供・説明 引き続き丁寧な説明に努める。 

＊ この表中で予算を伴う措置内容については、今後の平成 26 年度に向けた

予算措置を踏まえて実現に向けて検討する。  
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(3) 統廃合における指定校変更特例制度の創設について（平成 26 年度入学・転入・

転居してくる予定の児童について） 

① 特例制度創設の必要性 

通学区域については、西東京市通学区域に関する規則第３条第１項の規定に

より、住所により就学する学校（指定校）が決まっている。 

ただし、例外として学校選択制度、指定校変更制度により、指定校以外の学

校に就学することができる。 

学校選択制度については、新１年生として入学する年の前年の 10 月中に申込

みが必要であり、かつ、各学校に受け入れの人数枠が決まっているため、それ

を超える申込みがあった場合は抽選となり、抽選に外れた場合は希望の学校に

就学することができない。また、指定校変更については、指定校変更承認基準

（別表１）に該当しなければ、指定校を変更することができない。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

泉小学校の通学区域に居住している平成 26 年度入学予定の児童や平成 27 年

３月までに泉小学校の通学区域に転入・転居してくる児童については、何らか

の制度を創設しない限り、平成 27 年３月に閉校する予定の泉小学校に入学する

こととなるため、泉小学校以外の小学校に入学できるよう規定を整備する必要

がある。 

 

西東京市立学校の通学区域に関する規則（平成 13 年教委規則第 21 号）より抜粋 
 

第３条 学校教育法施行令（昭和 28 年政令第 340 号。以下「施行令」という。）第５条第

２項に規定する当該就学予定者は、自己の居住地の属する前条に定める通学区域に存す

る小学校又は中学校に就学しなければならない。ただし、保護者の申立てにより、別に

定める学校選択による場合は、この限りでない。 

 

指定校変更承認基準 別表１　

事由 対象学年 承認期間 添付書類

1 市内転居 市内転居で通学区域が変わり、引き続き転居前の学校へ通学を希望する場合。 小・中学校の
全学年

卒業するまで

2 住宅購入等
（転居予定）

家の新築・購入等により転居をすることが確実であり、転居予定先の通学区域の学校へ通学を希望
する場合。ただし、転居までが１年以内の場合とする。

小・中学校の
全学年

転居するまで 建築確認書
売買契約書
賃貸契約書等

3 両親共働き等 両親共働き又は父子・母子家庭で、預かり先又は店舗等の在る通学区域の学校へ通学を希望する場
合。

小・中学校の
全学年

卒業するまで 勤務証明書
営業許可書
預かり証明書等

4 身体的理由 病弱等の理由により、通学・通院等利便性のある通学区域の学校へ通学を希望する場合。 小・中学校の
全学年

卒業するまで 医師の診断書
校長の意見書

5 教育的配慮等 いじめ等の理由により、指定校以外の学校へ通学を希望する場合。ただし、相当の事由があると教
育長が認める場合。

小・中学校の
全学年

卒業するまで 校長の意見書

兄又は姉が指定校変更又は学校選択の承認を得て通学している学校へ、弟又は妹が通学を希望する
場合。

小・中学校の
全学年

卒業するまで

指定校変更又は学校選択により小学校を卒業した児童の中学校への進学は、原則として指定校とす
るが、卒業した小学校から進学すべき中学校に就学を希望する場合。ただし、その中学校が２校以
上になる場合は、居住地に近い中学校とする。

中学校
新１年生

卒業するまで

区分

その他6
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② 指定校変更特例制度の内容及び適用時期について 

ａ 平成 27 年３月までに泉小学校の通学区域に転入・転居してくるもの 

創設する指定校変更特例制度により、転入・転居時から通学区域が隣接す

る「住吉小学校」、「保谷小学校」、「谷戸第二小学校」（以下「隣接校」

という。下図参照）に指定校を変更できるものとする。 

ｂ 平成 26 年度の新１年生として入学する児童で、泉小学校の通学区域に居 

住しているもの 

創設する指定校変更特例制度により、隣接校に入学できるものとする。 

ｃ ｂに該当する児童（以下「指定校変更特例制度対象児童」という。）の兄・

姉（小学生のみ） 

兄弟姉妹が同じ小学校に就学できるように、指定校変更特例制度対象児童

の兄・姉についても、指定校変更特例制度対象児童が転学・入学するときに、

同じ隣接校に転学することができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 統合協議会について 

  泉小学校と住吉小学校の統合に伴い、統合事業の円滑な実施に資するために中心

の泉・住吉小学校及び関係する保谷・谷戸第二小学校の関係者を構成員とする西東

京市立学校統合協議会を設置する。 

(1) 所掌事項（予定） 

平成 25 年度 平成 27 年度からの通学区域に関すること 

平成 26 年度 ① 歴史の保存に関すること 

② 校名・校章・校歌などに関すること  など 

(2) 構成員（予定） 

① 保護者 

② 各学校の区域内の育成会等に所属する市民 

③ 各学校の校長  など 

泉

住吉

保谷

谷戸
第二
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５ 新通学区域について 

  (1) イメージ 

本報告書の方向性に基づき、学校統廃合実施後の通学区域のイメージは次の

とおりである。 

イメージ図１【学校統廃合実施前後の通学区域〔丁目区切り〕（未確定）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

学校統廃合実施前（現在の通学区域）    学校統廃合実施後（想定される通学区域） 

 

イメージ図２【学校統廃合実施前後の通学区域〔通学距離〕（未確定）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

学校統廃合実施前（現在の通学区域）     学校統廃合実施後（想定される通学区域） 

住吉小

保谷小

谷戸

第二

小

本町小

泉小

直線距離

約1,100m

直線距離

約900m

直線距離

約800m

直線距離

約900m

直線距離

約800m

住吉小

谷戸

第二小

保谷小

本町小

直線距

離

直線距離

約900m

直線距離

約900m

直線距離
約800m

住吉小

保谷小

谷戸

第二

小

本町小

泉小

直線距離

約1,100m

直線距離

約900m

直線距離

約800m

直線距離

約900m

直線距離

約800m

保谷小

谷戸

第二小

本町小

住吉小
直線距離

約1,100m

直線距離

約900m

直線距離

約900m

直線距離

約800m
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児童数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 53 71 80 67 67 65 64 62 60 57 55 54 53 53
２年生 119 53 71 80 67 67 65 64 62 60 57 55 54 53
３年生 104 119 53 71 80 67 67 65 64 62 60 57 55 54
４年生 86 104 119 53 71 80 67 67 65 64 62 60 57 55
５年生 92 86 104 119 53 71 80 67 67 65 64 62 60 57
６年生 98 92 86 104 119 53 71 80 67 67 65 64 62 60
合　計 552 525 513 494 457 403 414 405 385 375 363 352 341 332

学級数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 2 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
２年生 4 2 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
３年生 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
４年生 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
５年生 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
６年生 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2
合　計 18 17 17 15 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12
普通教室数 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16
転用を必要とす

る教室数
2 1 1 - - - - - - - - - - -

  (2) 児童数・学級数の推計 

本報告書の方向性に基づく、学校統廃合実施後の児童数・学級数の推計は次

のとおりである。 

平成 27 年度からの新通学区域を次のとおりとして推計する。 

・「泉町４丁目、泉町５丁目１・10～12 番  ⇒ 住吉小学校」 

・「泉町２・３丁目            ⇒ 保谷小学校」 

・「泉町１丁目、住吉町１丁目       ⇒ 谷戸第二小学校」 

 ※学校統廃合実施前後の通学区域イメージ図１の場合 

 

 

 

  

 

 

 

 

１ 住吉小学校  

パターン① 泉小児童が 27 年度に全員住吉小へ進んだ場合（平成 23年度就学者推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊ 「転用を必要とする教室数」については、42 ページの「追加検証の条件設定」を

適用することで教室を確保できる。（以下同じ。） 

 

 

 

 

 

 

 

【設定条件】 

○通学距離、通学区域の大きさのバランスが良いこと。 

○学校選択制度や指定校変更制度による通学区域外への入学実態を

反映 

○わかりやすい区域割（形状、道路の区切り、丁目・番の区切りなど） 

○現有施設での受け入れが可能であること。 
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児童数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 89 57 78 84 75 74 71 69 66 64 62 60 60 59
２年生 58 89 57 78 84 75 74 71 69 66 64 62 60 60
３年生 65 58 89 57 78 84 75 74 71 69 66 64 62 60
４年生 53 65 58 89 57 78 84 75 74 71 69 66 64 62
５年生 51 53 65 58 89 57 78 84 75 74 71 69 66 64
６年生 60 51 53 65 58 89 57 78 84 75 74 71 69 66
合　計 376 373 400 431 441 457 439 451 439 419 406 392 381 371

学級数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 3 2 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2
２年生 2 3 2 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2
３年生 2 2 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2
４年生 2 2 2 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2
５年生 2 2 2 2 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2
６年生 2 2 2 2 2 3 2 2 3 2 2 2 2 2
合　計 13 13 14 15 15 16 15 14 13 12 12 12 12 12
普通教室数 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16
転用を必要とす

る教室数
- - - - - - - - - - - - - -

パターン② ①に平成 25 年７月１日現在の児童数、学級数を反映した場合（中間報告で公表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 保谷小学校  

パターン① 泉小児童が 27 年度に全員住吉小へ進んだ場合（平成 23年度就学者推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パターン② ①に平成 25 年７月１日現在の児童数、学級数を反映した場合（中間報告で公表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 57 69 78 70 68 65 64 62 60 58 55 54 53 53
２年生 119 57 69 78 70 68 65 64 62 60 58 55 54 53
３年生 75 119 57 69 78 70 68 65 64 62 60 58 55 54
４年生 74 75 119 57 69 78 70 68 65 64 62 60 58 55
５年生 101 74 75 119 57 69 78 70 68 65 64 62 60 58
６年生 100 101 74 75 119 57 69 78 70 68 65 64 62 60
合　計 526 495 472 468 461 407 414 407 389 377 364 353 342 333

学級数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
２年生 4 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
３年生 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
４年生 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
５年生 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
６年生 3 3 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2
合　計 16 14 14 14 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12
普通教室数 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16
転用を必要とす

る教室数
- - - - - - - - - - - - - -

児童数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 92 63 82 82 78 76 74 72 69 66 64 63 63 62
２年生 58 92 63 82 82 78 76 74 72 69 66 64 63 63
３年生 73 58 92 63 82 82 78 76 74 72 69 66 64 63
４年生 51 73 58 92 63 82 82 78 76 74 72 69 66 64
５年生 47 51 73 58 92 63 82 82 78 76 74 72 69 66
６年生 55 47 51 73 58 92 63 82 82 78 76 74 72 69
合　計 376 384 419 450 455 473 455 464 451 435 421 408 397 387

学級数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 3 2 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2
２年生 2 3 2 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2
３年生 2 2 3 2 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2
４年生 2 2 2 3 2 3 3 2 2 2 2 2 2 2
５年生 2 2 2 2 3 2 3 3 2 2 2 2 2 2
６年生 2 2 2 2 2 3 2 3 3 2 2 2 2 2
合　計 13 13 14 15 16 17 16 16 14 12 12 12 12 12
普通教室数 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16
転用を必要とす

る教室数
- - - - - 1 - - - - - - - -
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児童数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 113 92 104 102 98 97 93 90 88 85 82 79 79 78
２年生 83 113 92 104 102 98 97 93 90 88 85 82 79 79
３年生 87 83 113 92 104 102 98 97 93 90 88 85 82 79
４年生 96 87 83 113 92 104 102 98 97 93 90 88 85 82
５年生 69 96 87 83 113 92 104 102 98 97 93 90 88 85
６年生 72 69 96 87 83 113 92 104 102 98 97 93 90 88
合　計 520 540 575 581 592 606 586 584 568 551 535 517 503 491

学級数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
２年生 3 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
３年生 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2
４年生 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
５年生 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
６年生 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
合　計 17 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 17
普通教室数 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
転用を必要とす

る教室数
- - - - - - - - - - - - - -

児童数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 120 96 106 103 102 99 96 93 91 88 84 82 82 81
２年生 83 120 96 106 103 102 99 96 93 91 88 84 82 82
３年生 69 83 120 96 106 103 102 99 96 93 91 88 84 82
４年生 78 69 83 120 96 106 103 102 99 96 93 91 88 84
５年生 61 78 69 83 120 96 106 103 102 99 96 93 91 88
６年生 76 61 78 69 83 120 96 106 103 102 99 96 93 91
合　計 487 507 552 577 610 626 602 599 584 569 551 534 520 508

学級数 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40
１年生 4 3 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
２年生 3 4 3 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
３年生 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
４年生 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
５年生 2 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
６年生 2 2 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
合　計 15 16 17 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
普通教室数 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
転用を必要とす

る教室数
- - - - - - - - - - - - - -

３ 谷戸第二小学校  

パターン① 泉小児童が 27 年度に全員住吉小へ進んだ場合（平成 23年度就学者推計値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パターン② ①に平成 25 年７月１日現在の児童数、学級数を反映した場合（中間報告で公表） 
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(3) 統合直後の学校規模 

   統合直後の最大の学校規模（学校統廃合実施前後の通学区域イメージ図１の

場合）は次のようになる。 

   

 

 

  

 

 

 

   類似規模の小学校は「碧山小学校」「栄小学校」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成 27 年度の市内平均(18 校で計算) 予想児童数は「521 人」で、その後平成

32 年度にピーク「552 人」を迎え、統合直後は市内平均を上回るが、後述のとおり

翌年度から新通学区域の設定により減少することとなるので、平成 29 年度には再

び平均を下回りはじめる推計になっている。 

全校児童数 552 人（25 年度反映 526 人）  

  学級数 18 学級（同 16 学級） 

  普通教室数 16 

  建物面積  ６，２９９㎡ 

  校地面積 １１，３７４㎡ 

【碧山小】 

全校児童数 573 人 

  学級数 18 学級 

  普通教室数 20 

  建物面積  ６，４９３㎡ 

  校地面積 １３，４０４㎡ 

【栄小】 

全校児童数 573 人 

  学級数 17 学級 

  普通教室数 20 

  建物面積  ５，６８１㎡ 

  校地面積 １０，１８０㎡ 
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６ 学校統廃合実施に伴う学童クラブへの影響と対応 

  統合は学童クラブの入会者数にも当然に変化をもたらすことから、庁内検討

委員会では、「３ 新たな学校統廃合シミュレーションの検討」の際に、学童ク

ラブに与える影響についても同時に検討を行った。 

今回の統廃合に伴い泉小学校の児童を全員受け入れることができると結論付

けた住吉小学校については、学童クラブについても対応が十分に可能であるこ

とを確認している。 

学童クラブは、児童が放課後帰宅しても、保護者等が就労や疾病等により児

童を監護することができない場合に、保護者に代わって生活の場を確保し、適

切な遊びや指導を行うことで、児童の心身の健全な育成を図るための事業であ

り、原則として小学１年生から４年生まで（障害児は６年生まで）が入会の対

象となっている。このため、各学童クラブの入会者数は、就学者数と比例せず、

年度によって大きく変動することがある。このようなことから、将来的な学童

クラブの入会者数の正確な推計を出すのは困難であるが、この報告書により示

す統廃合の方向性に伴う学童クラブへの影響と対応については、児童の移動状

況と各学校の教室数の変動等と併せて、今後の各学校と学童クラブとの教室の

借用等の在り方を含め、引き続き注視し、関係部署において遺漏のないように

適切に対応していく。 

 

７ 学校統廃合と市域全体における学校施設適正規模・適正配置との関係 

小・中学校を取り巻く環境の今後の見通しとしては、少子化の進行、校舎等

建物の老朽化が進行することが明らかであり、児童・生徒数に応じた学校規模

の適正化と、校舎等建物の建替えや大規模改修等を同時に進行させていく必要

があることは述べてきた。 

一方で、市の財政状況は、市の基幹収入である市税収入が伸び悩み、合併に

伴う財政的な支援措置も段階的に縮小している中、生活保護をはじめとする扶

助費、これまでに市民福祉の向上に必要な新規施設整備を行うため起債してき

た地方債を償還するための公債費が、今後も大きな負担となるなど、引き続き

極めて厳しい状況もある。 

庁内検討委員会では、市域全体での学校施設適正規模・適正配置に関する課

題の解決に向けて、教育的な視点はもちろんのこと、財政的な視点からも具体

的な検証を加えて協議・検討を重ねてきた。 

その結果、平成 23 年度には、市立学校の中でも特に老朽化が進行している

中原小学校・ひばりが丘中学校の２校の建替えについて、児童・生徒の良好な

教育環境の整備を図ることを目的として、都市再生機構（ＵＲ）が一部売却を

予定しているひばりが丘団地の跡地を活用した建替えプランを考案し、大きな

課題の一つであった、両校の円滑な建替えに向けて、一定程度の方向性を示す

ことができた。 
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しかし、この両校の建替えの実施に当たっては、新たな学校の用地取得・校

舎等建物の建設費、現存の校舎等建物の解体費など、多額の事業費用を要する。 

さらに、今後も老朽化が進む他の学校施設が、その機能を十全に発揮するこ

とができるよう、適切な時期に建替え・改修等を行い、維持・運営していくた

め、そして、厳しい財政状況の中で、西東京市の教育環境の水準を全市域にお

いて低下させることなく、かつ、均一化を図り、適切な教育環境を提供してい

く必要がある。 

西東京市には、まだ谷戸小学校と谷戸第二小学校、保谷第二小学校と柳沢小

学校の近接の課題もあり、今後の児童数の推移に注視しながら適切な時期に

「適正規模・適正配置」の検討対象としていく必要がある。 

本報告書における学校統廃合計画は、全公共施設に係る西東京市の「公共施

設の適正配置等に関する基本計画」の重要な一部であり、今後の学校施設の維

持・運営経費の確保の前提となるものでもあるため、それらの実施時期も踏ま

え、計画的に進行管理をする必要がある。 

 

第４ おわりに 

平成 24・25 年度において、庁内検討委員会では、これまで課題となってい

た小規模校の集中地域における学校施設適正規模・適正配置について、過去

に設置された各検討組織の協議・検討結果等を踏まえ、「西東京市第２次総

合計画（計画期間：平成 26 年度～平成 35 年度）」の方向性及び今後の学校

施設適正規模・適正配置の検討を進めていく際の基礎資料として平成 23 年度

に作成した「西東京市立学校就学者推計」結果等に基づき、中長期的な視点

から学校統廃合の検討を行ってきた。 

学校統廃合の方向性について、この最終報告書をもって、庁内検討委員会

としての方向性を示すことになるが、学校統廃合の実施に向けて、関係する

学校へ通っている児童、これから通うことになる未就学児への学校統廃合に

伴う負担が最小限となり、さらに短期的な視点からもその効果が最大限とな

るよう取り組むことを関係各部署に対して求める。 

今後は、前文でも述べたとおり、個々の課題についてより具体的なプラン

を示し、関係者等の理解及び協力を得ていくこととなるが、併せて庁内検討

委員会では、引き続き、市全体の教育環境の維持・向上に向けて市内全域の

学校施設適正規模・適正配置に関する課題について検討を進めていく。 

 



 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西東京市「学校施設適正規模・適正配置庁内検討委員会

平成 24・25 年度における小規模校 4 校の統廃合に関する 

検討経過最終報告書」 

 

平成 25 年 11 月 
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